
�愛媛県規則第６０号
普通交付税の基準財政収入額の算定に関する規則及び地方

特例交付金の額の算定における市町村たばこ税増収見込額の

算定に関する規則を廃止する規則を次のように定める。

平成１４年９月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

普通交付税の基準財政収入額の算定に関する規則及び

地方特例交付金の額の算定における市町村たばこ税増

収見込額の算定に関する規則を廃止する規則

普通交付税の基準財政収入額の算定に関する規則（昭和４５

年愛媛県規則第５６号）及び地方特例交付金の額の算定におけ

る市町村たばこ税増収見込額の算定に関する規則（平成１１年

愛媛県規則第４１号）は、廃止する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

愛 媛 県

愛 媛 県 公 営 企 業 管 理 局

愛 媛 県 教 育 委 員 会

愛 媛 県 選 挙 管 理 委 員 会

�
愛 媛 県 人 事 委 員 会

告示第１５６０号
愛 媛 県 監 査 委 員

愛 媛 県 地 方 労 働 委 員 会

愛 媛 県 収 用 委 員 会

愛媛海区漁業調整委員会

愛媛県内水面漁場管理委員会

愛媛県情報公開条例（平成１０年愛媛県条例第２７号）附則第

３項ただし書の規定によりなおその効力を有するものとされ

る旧愛媛県情報公開要綱（平成５年１０月愛媛県・愛媛県公営

企業管理局・愛媛県教育委員会・愛媛県選挙管理委員会・愛

媛県人事委員会・愛媛県監査委員・愛媛県地方労働委員会・

愛媛県収用委員会・愛媛海区漁業調整委員会・愛媛県内水面

漁場管理委員会告示第１２５５号）の一部を次のように改正し、

告示の日から施行する。ただし、この告示の施行の際現に改

正前の旧愛媛県情報公開要綱様式第１号の規定により提出さ

れている書類は、改正後の旧愛媛県情報公開要綱様式第１号

の規定により提出された書類とみなす。

平成１４年９月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県公営企業管理者

職務代理者

愛媛県公営企業管理局長

永 野 英 詞

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県選挙管理委員会

委員長 藤 山 薫

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

愛媛県監査委員

小 川 一 雄

同

横 田 弘 之

同

井 上 和 久

同

吉 久 宏

愛媛県地方労働委員会

会長 白 石 喜 �
愛媛県収用委員会

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社
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規 則
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会長 村 田 建 一

愛媛海区漁業調整委員会

会長 佐々木 �
愛媛県内水面漁場管理委員会

会長 森 岡 惇 一

様式第１号中２の項を削り、３の項を２の項とし、４の項

を３の項とし、５の項を４の項とし、同様式記入上の注意１

中「４の欄又は５の欄」を「３の欄又は４の欄」に改める。

�������
�愛媛県告示第１５６２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、今治市朝倉村頓田川沿岸土地改良区から次のとおり

役員が退任した旨の届出があった。

平成１４年９月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

退 任

�������
�愛媛県告示第１５６３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、伊予市から協議のあった市営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・稲荷客地区）の施

行に平成１４年８月２７日同意した。

平成１４年９月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１５６４号
宇和町土地改良区から認可申請があった永長地区の交換分

合計画は、相当と認めるので、土地改良法（昭和２４年法律第

１９５号）第９９条第５項の規定により、次のとおり関係書類を

縦覧に供する。

平成１４年９月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

交換分合計画書

２ 縦覧期間

平成１４年９月２４日から１０月２３日まで

３ 縦覧場所

宇和町役場

�愛媛県告示第１５６１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第８条第１項の規定により市町村から聴取した意見の

概要は、次のとおりである。

当該意見は、愛媛県経済労働部商工流通課及び西条地方局産業経済部商工労政課並びに東予市役所において告示の日から１

月間縦覧に供する。

平成１４年９月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５６５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年９月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５６６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年９月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所在地 法第８条第１項の規定により市町村から聴取した意見の概要

アイコープ東予店 東予市周布３４１番地１ 店舗敷地内の緑化など街並みづくりに配慮すること。

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 越 智 作 利 越智郡朝倉村大字朝倉上甲９５０番地
５

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 河中平井停車場線
松山市小野町甲２１４番３地先から

同町甲２１４番５まで

旧 ３．８～６．２ ０．０６２

新 ５．４～１１．０ ０．０６２
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�愛媛県告示第１５６７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年９月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５６８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年９月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５６９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局御荘土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年９月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５７０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局御荘土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年９月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３１７号
松山市高野町甲２番１８から

同市上高野町甲９５番２地先まで
平成１４年９月２０日

県 道 河中平井停車場線
松山市小野町甲２１４番３地先から

同町甲２１４番５まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 肱川公園線
喜多郡肱川町大字名荷谷２５番２から

同大字２３番２まで

旧 ４．４～６．３ ０．０７１

新 １４．８～２２．７ ０．０７１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 肱川公園線
喜多郡肱川町大字名荷谷２５番２から

同大字２３番２まで
平成１４年９月２０日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 久良城辺線
南宇和郡城辺町久良３６８３番２から

同町久良３６５９番５地先まで

旧 ４．４～１０．０ ０．２３４

新 １１．０～４０．０ ０．２３４

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 久良城辺線
南宇和郡城辺町久良３６８３番２から

同町久良３６５９番５地先まで
平成１４年１０月１５日
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�愛媛県公安委員会規則第１５号
司法警察員の指定に関する規則及び没収保全等を請求する

ことができる司法警察員の指定に関する規則の一部を改正す

る規則を次のように定める。

平成１４年９月２０日

愛媛県公安委員会委員長 宮 本 一 成

司法警察員の指定に関する規則及び没収保全等を請求

することができる司法警察員の指定に関する規則の一

部を改正する規則

（司法警察員の指定に関する規則の一部改正）

第１条 司法警察員の指定に関する規則（昭和２９年愛媛県公

安委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。

第２条第２項を削る。

第３条第２項を削る。

様式第１号及び様式第２号を削る。

（没収保全等を請求することができる司法警察員の指定に

関する規則の一部改正）

第２条 没収保全等を請求することができる司法警察員の指

定に関する規則（平成１２年愛媛県公安委員会規則第１号）

の一部を次のように改正する。

第１条の見出し及び条名を削る。

第２条を削る。

別記様式を削る。

附 則

この規則は、平成１４年１０月１日から施行する。

�愛媛県公営企業管理規程第８号
愛媛県立病院料金規程の一部を改正する管理規程を次のよ

うに定める。

平成１４年９月２０日

愛媛県公営企業管理者職務代理者

愛媛県公営企業管理局長 永 野 英 詞

愛媛県立病院料金規程の一部を改正する管理規程

愛媛県立病院料金規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第１１号）の一部を次のように改正する。

別表第１特別初診料の項の次に次のように加える。

長期入院料 選定療養及

び特定療養

費に係る厚

生労働大臣

１日 告示第８８号

第５号に規

定する点数

に１００分の

が定める医

薬品等（平

成１４年３月

厚生労働省

告示第８８号

。以下「告

示第８８号」

という。）

第４号に規

定する者以

外の者が入

院した場合

１５を乗じ、

１点の単価

を１０円とし

て計算した

額に１００分

の１０５を乗

じて得た額

（１０円未満

切捨て）

別表第１注に次のように加える。

４ この表において「長期入院料」とは、告示第８８号第

３号の規定により計算した入院期間が１８０日を超えた

日以後の入院料をいう。

附 則

１ この管理規程は、平成１４年９月２８日から施行する。

２ 改正後の愛媛県立病院料金規程（以下「改正後の管理規

程」という。）別表第１長期入院料の項の規定の適用につ

いては、次の表の第１欄に掲げる期間においては、同表の

第２欄に掲げる規定中同表の第３欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の第４欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

平成１５

年３月

３１日ま

で

改正後の

管理規程

別表第１

長期入院

料の項区

分の欄

第４号

に規定

する者

第４号に規定する者及び

平成１４年３月３１日以前の

入院期間の全部又は一部

が入院期間に通算される

こととなる者

平成１５

年４月

１日か

ら同年

９月３０

日まで

改正後の

管理規程

別表第１

注４

１８０日 １８０日（平成１４年３月３１

日以前の入院期間の全部

又は一部が入院期間に通

算されることとなる者に

ついては、３年）

平成１５

年１０月

１日か

ら平成

１６年３

月３１日

まで

改正後の

管理規程

別表第１

注４

１８０日 １８０日（平成１４年３月３１

日以前の入院期間の全部

又は一部が入院期間に通

算されることとなる者に

ついては、２年）

�裁決手続開始の決定の公告
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第４５条の２の規定により、平成１４年９月１０日次のとおり裁決手続開始の決定をしたの

で公告する。

平成１４年９月２０日

公安委員会規則

公営企業管理規程

雑 報

愛 媛 県 報平成１４年９月２０日 第１３９２号
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�公示による通知
鹿児島県鹿児島市紫原一丁目２０番７８－６２号 岡田 若美

愛媛県喜多郡五十崎町大字古田甲１６８８番６の土地登記簿名

義人（ただし、土地登記簿上の住所 愛媛県喜多郡五十崎町

大字古田甲１２３６番地） 岡田マツヱ

土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第４６条第２項の規定

に基づき上記の者に通知すべき事項を記載した次の書類は、

当収用委員会事務局（愛媛県土木部用地課）において保管し

てあるので、出頭の上、その交付を受けてください。

なお、この書類を受領しないときは、土地収用法施行令（

昭和２６年政令第３４２号）第６条の２において準用する同政令

第５条第５項の規定により、平成１４年１０月７日を経過した時

にその書類の送達があったものとみなされます。

平成１４年９月２０日

愛媛県収用委員会

会長 村 田 建 一

平成１４年８月２６日付け１４媛収第２９号審理の開催について

（審理開催の通知）

愛媛県収用委員会

会長 村 田 建 一

１ 起業者の名称

伊予市

２ 事業の種類

市道下三谷楠木線新設工事（愛媛県伊予市下三谷字向井地内から同県同市下三谷字薄井谷地内まで）及びこれに伴う市

道付替工事並びにこれらに伴う附帯工事

３ 収用及び使用の裁決手続の開始を決定した不動産の表示等

�裁決手続開始の決定の公告
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第４５条の２の規定により、平成１４年９月１０日次のとおり裁決手続開始の決定をしたの

で公告する。

平成１４年９月２０日

愛媛県収用委員会

会長 村 田 建 一

１ 起業者の名称

伊予市

２ 事業の種類

市道下三谷楠木線新設工事（愛媛県伊予市下三谷字向井地内から同県同市下三谷字薄井谷地内まで）及びこれに伴う市

道付替工事並びにこれらに伴う附帯工事

３ 収用及び使用の裁決手続の開始を決定した不動産の表示等

収用使用

の区分

不 動 産 （ 土 地 ） の 表 示 等
土 地 所 有 者

住 所 氏 名

所 有 権 以 外 の
権 利 の 表 示 関 係 人

住 所 氏 名所 在 地 番
地 目 面 積

公 簿 現 況 公 簿
��

実 測
��

収用及び使用しよう
とする土地の実測��

受付年月日
受 付 番 号 種 類

収 用

愛媛県伊
予市下三
谷字北稲
村

１２６６番１ 田 田 ８７５ ８７５．９９ ９．２６

千葉県我孫子市古戸２３０番地の２６
岩村 千里 ─── ─── ──────

１２６７番 田 田 １，０９６１，０９６．１９ ５６８．２４

使 用

１２６６番１ 田 田 ８７５ ８７５．９９ ４．５５

１２６７番 田 田 １，０９６１，０９６．１９
１９．６３
４．４４
４．０６

収用使用

の区分

不 動 産 （ 土 地 ） の 表 示 等
土 地 所 有 者

住 所 氏 名

所 有 権 以 外 の
権 利 の 表 示 関 係 人

住 所 氏 名所 在 地 番
地 目 面 積

公 簿 現 況 公 簿
��

実 測
��

収用及び使用しよう
とする土地の実測��

受付年月日
受 付 番 号 種 類

収 用
愛媛県伊
予市下三
谷字北稲
村

１１８１番１ 田 田 ６５２ ６５２．９６ ３８８．５０

愛媛県伊予市下三谷１１７９番地３
坂本 三 ─── ─── ──────

１１８２番 田 田 ４３６ ４３６．０４ ２６６．４８

使 用
１１８１番１ 田 田 ６５２ ６５２．９６ １６．９３

１１８２番 田 田 ４３６ ４３６．０４ １０．６６

��������������
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１０２５
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